
I. SDGs とバイオマス利活用との関連性

持続可能な開発のための 2030 アジェンダは，先進

国と開発途上国が共に取り組むべき国際社会全体の普

遍的な目標として 2015 年に国連で採択され，その中

に持続可能な開発目標（SDGs）として 17 のゴール

（目標）と 169 のターゲットが掲げられた。政府は，

2030 アジェンダの実施にかかる重要な挑戦に取り組

むための国家戦略として，2016 年 12 月にSDGs 実施

指針1)を決定した。同実施指針では，SDGs のゴール

とターゲットのうち，日本として特に注力すべき8つ

の優先課題が示され，その5番目として，「省・再生可

能エネルギー，気候変動対策，循環型社会」が挙げら

れている。この優先課題を達成するための具体的施策

には，「再生可能エネルギーの導入促進」，「食品廃棄物

等リデュース・リサイクルの推進」，「低炭素化にも資

する地域循環圏構築の促進」のほか，農林水産省の

「農山漁村の振興のための再生可能エネルギー活用の

推進」などの農村地域に関連の深い施策が含まれる。

SDGs 自体は新しい概念であるが，その中身は従来

から取り組まれていたことが多く，農業農村工学分野

においてこれまで取り組まれてきたことが多く含まれ

ている。本報では，農業農村工学分野で取り組まれて

きた，メタン発酵を中核とした資源循環システムが，

優先課題5「省・再生可能エネルギー，気候変動対策，

循環型社会」の解決のために，どのように貢献できる

かについて考察する。

II. SDGs 達成に貢献するメタン発酵を中核

とした資源循環システム

1. 普及のためのボトルネックは消化液の利用

メタン発酵とは，嫌気条件下において，微生物の働

きにより，家畜排せつ物，食品廃棄物，汚泥などの有

機物から再生可能エネルギーであるメタン（CH4）を

回収する技術である。得られるメタンを化石燃料の代

替として発電機やボイラーの燃料として利用すること

により，電気や熱を生み出すことができ，温室効果ガ

ス（GHG）排出を抑制できる。一方，発酵残さである

消化液は，速効性の窒素，リン酸，カリなどの肥料成

分を含むため，化成肥料の代わりに利用できる。つま

り，メタン発酵システムの構築は，エネルギー生産と

合わせて，地域に賦存する資源を有効利用することに

より循環型社会の形成に寄与し，廃棄物発生量や温室

効果ガス排出量の削減にも貢献する（図-1）。そのた

め，メタン発酵を活用した適正なシステムを構築すれ

ば，地域の課題を一度に解決できる可能性がある。ま

た同システムは，SDGs 実施指針の優先課題5を解決

するためのツールとなりうる。

このようにメリットが多いメタン発酵システムであ

るが，消化液の利用が十分進まないことがボトルネッ

クとなり，戦後何度かブームは起こるものの本格的な

普及には至らなかった。消化液の利用が進まなかった

要因として，消化液の肥料成分濃度が低いこと（窒素

濃度は 0.2〜0.3％程度），メタン発酵施設から圃場へ

の消化液の輸送・散布作業が煩雑であること，消化液

を水田や畑で利用した実績がほとんどなく肥料効果や
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図-1 メタン発酵システム構築による SDGs 達成への貢献



利用に伴う環境影響が明らかでなかったこと，化成肥

料価格がそれほど高くないために耕種農家としてリス

クを冒してまで新たな肥料を利用する必然性がなかっ

たことなどが考えられる。

2. 消化液の液肥利用の広がり，農業農村工学分野

の貢献

それに対して，2000 年以降，消化液を液肥として有

効活用するための取組みが各地（たとえば，福岡県大

木町，京都府南丹市，同京丹後市など）で行われて現

場のノウハウの蓄積が進む一方，農業農村工学分野も

研究の面から貢献してきた。具体的には，国内および

東南アジアにおいて消化液を水田および畑地に施用し

た場合の肥料成分の動態観測により，消化液の肥料と

しての特徴が明らかにされ，環境保全的な利用方法が

提案された2)〜8)（成果の一例を図-2に示す）。また，消

化液のメタン発酵施設から圃場までの輸送作業，圃場

での散布作業（写真-1）をモデル化し，消化液利用計

画策定を支援するプログラムの開発9),10)も行われた。

一方，京都府南丹市11)，北海道別海町12)，千葉県香取

市13)などにおける現地実証研究など，実践的な研究も

行われ，現場レベルでの課題解決も行われた。また，

それらの一連の成果は手引き・マニュアルなど14),15)に

とりまとめられている。

ここ 10 年で，液肥利用に関する現場ノウハウと研

究での成果の蓄積が進み，以前に比べて格段に取り組

みやすくなっている。また，先進地区では，耕種農家，

メタン発酵施設，地域（自治体）などの関係者が連携

し，それぞれがメリットを享受できる形で定着してい

る。たとえば，耕種農家にとっては，肥料に要する経

費の節約や肥料散布労力の節減ができる（消化液は化

学肥料より安価で提供され，消化液の輸送・散布作業

もメタン発酵施設側が担う事例が多いため）。メタン

発酵施設側は，コスト削減効果（消化液を液肥利用す

る場合，浄化処理より低コスト）が期待される一方，

地域にとっては，生ゴミなどの廃棄物処理コストの削

減，環境対策（悪臭防止など），資源循環型農村の実現

によるイメージ向上が見込める。

地域ごとに気候，主要作物，地形，住民の気質など

が異なるため，各地域に適用するためには個々の事情

を踏まえた課題を克服しつつ進めていかないといけな

いものの，液肥利用技術のコアの部分は，システム化

された一連の技術体系として確立できたと思われる。

III. メタン発酵システムのさらなる展開と懸念

1. SDGs を意識したシステムの改善

このように，一定の成果が出ているメタン発酵シス

テムであるが，あらゆる場合においても，SDGs 達成

に貢献できるシステムを構築できるわけではない。現

時点では，比較的条件に恵まれた地域（たとえば，原

料が収集しやすく，消化液を散布しやすい農地が集約

している地域など）を中心に普及しているのが実情で

もある。したがって，優先課題5の解決に貢献し，持

続的な形で，幅広く適用可能なものにするためには，

システムをより効率的なものに改善していく必要があ

る。

その対応策の一つとして，農業集落排水施設を活用

し，そこに農業集落排水汚泥と地域バイオマス（生ゴ

ミや農作物非食用部など）を集約してメタン発酵を行

い，農村地域全体での廃棄物処理コストの低減，農家

の肥料購入費削減に貢献する地域資源循環システムを

実証する事業（事業実施主体：(一社)地域環境資源セ

ンター）が農林水産省により開始されている（図-3）。

農業集落排水施設という既存インフラを活用すること

により，低コストで農村地域でも小規模分散型システ

ムが実現できる可能性がある。また，優先課題5の再

生可能エネルギー生産や資源循環などは，地域住民の

日常生活との関連性が低く，直感的に理解しづらいも

のであるが，地域住民の身近なところで行うことによ

り，自らの生活に関連して意識し，持続的な社会構築

に向けた行動を促すことができる。具体的には，生ゴ

ミがエネルギーや肥料に変換されることを知れば，生

ゴミ分別を徹底しようという意識が芽生えると思われ
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写真-1 消化液の輸送・散布作業に用いる車両

図-2 畑地に施要された消化液および硫安由来窒素の動態

(ライシメータ試験により観測した 4年間の窒素収支)



る。

一方，消化液の利用時期が偏っているという問題が

ある。地域によっては，年間散布量の約半分が水稲の

基肥利用のため散布が4月に集中する（水田への利用

が中心の地域の月別散布イメージを図-4に示す）。そ

の結果，散布できない時期の消化液を貯留するための

貯留槽が大きくなり，散布が集中するため，消化液の

輸送・散布車両が多く必要になる。このような状況で

は，生ゴミなどを資源化することにより廃棄物処理コ

ストの削減に取り組んだ効果が小さくなる。

それ対しては，早稲，晩生の水稲品種の組合せ，水

稲以外の作物やカバークロップ（それ自身は収穫対象

とはならない作物で，土壌侵食の防止や土壌への有機

物供給などを目的として，主作物の休閑期，休耕地な

どに栽培される作物16)）への利用など，営農サイドで

の取組みが効果的である。農業側の対応により地域に

とって無理のない資源循環につながることを農家に

知っていただければ，消化液の利用時期の偏在問題の

解消に向けた自発的な行動（たとえば，水稲以外の作

物への利用を検討する，施肥時期を調整するなど）に

つながるのではないかと期待する。また，農家が消化

液の液肥利用を通じて，メタン発酵と関係性を持つこ

とにより，農家が資源循環やエネルギーについて関心

を持つきっかけになるのではないかと思われる。

2. SDGs の観点からのシステムの検証

2012 年の固定価格買取制度（FIT）の導入により，

メタン発酵への注目度が高まっており，これをきっか

けにさらなる普及が進むことが望まれる。一方で，さ

まざまな利点があるメタン発酵システムも，進め方を

間違えれば，健全で持続的な資源循環システムが構築

できず，優先課題5の達成にブレーキをかけかねない

側面を有している。

FIT 制度は発電事業に対して優遇する仕組みと

なっているため，発電に注目が集まりがちである。平

成 28 年に閣議決定されたバイオマス活用推進基本計

画でも「固定価格買取制度を活用した売電の取組に偏

り，地域内で循環利用する取組や熱利用などが十分に

進んでいるとは言いがたい」と総括されている17)。原

料の収集や生成物（液肥など）の利用を考えた場合に

は，その地域に適したシステムの適正規模があり，基

本的に大規模であるほど有利である発電の事情を優先

して考えるのは危険である。その地域の農地面積に対

して過大なメタン発酵施設が建設されれば，消化液を

遠方の圃場まで輸送して利用したり，多量に散布して

地下水汚染を引き起こしたりする懸念があり，そのよ

うな状況では適正で持続的な資源循環とは言えない。

また，農地面積が十分であっても，大量に家畜排せつ

物が発生し，その地域の農地にすでに家畜排せつ物由

来の有機質肥料が大量に施用され，これ以上農地が受

容できない地域もある。さらに，当然のことながら，

消化液に含まれる重金属や塩分などの成分含有量が一

定レベル以下であることは必須であり，液肥利用を前

提にするのであれば，そのようなリスクのない原料を

選ばなければならない。

メタン発酵を進める事業者や地方自治体の担当者

は，常に，SDGs の考え方を意識し，その取組みが優

先課題5の達成に貢献できるか，持続的で環境負荷が

小さい計画となっているかを検証しつつ事業を進める

必要がある。

IV. SDGs を合言葉にして

SDGs は共通言語になりつつある。地方自治体レベ

ルでは SDGs の考え方を取り入れて施策を進める動

きがあり，ビジネスの世界でもSDGs への対応が求め

られ，投資の条件として，収益だけでなく，SDGs に
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図-3 農業集落排水施設を活用したメタン発酵システム

図-4 水田への利用が中心の地域の月別液肥散布イメージ



取り組んでいるかどうかについても見られる時代に

なっている18)。すでに述べたように，メタン発酵を中

核とした資源循環システムは，SDGs 達成に貢献する

ためのツールとなりうる。また，メタン発酵システム

を地域に適用することにより，直接関係するメタン発

酵事業者，地方自治体だけでなく，地域住民や農家な

どのあらゆる関係者の意識が変わるきっかけとなり，

持続的な社会の構築に向けた行動を促すことができる

可能性を持っている。その期待に応えられるよう，こ

れまでメタン発酵システムの開発に取り組んできた農

業農村工学分野として，国内外での取組みに対して技

術協力を行い，SDGs 達成に積極的に貢献する必要が

ある。
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〔2018.9.2.受理〕

略 歴中村 真人（正会員）

2002年 神戸大学大学院自然科学研究科博士前期

課程修了

(独)農業工学研究所

2016年 農研機構農村工学研究部門地域資源工学

研究領域

現在に至る

山岡 賢（正会員・CPD個人登録者）

1984年 三重大学農学部卒業

農林水産省入省

2016年 農研機構農村工学部門水利工学研究領域

水域環境ユニット長

現在に至る

折立 文子（正会員）

2007年 京都大学大学院農学研究科修了

2008年 農研機構農村工学研究所

2016年 農研機構農村工学研究部門地域資源工学

研究領域

2018年 同機構本部企画調整部

現在に至る

柴田 浩彦
1986年 北海道大学工学部卒業

(株)熊谷組入社

2004年 (社)地域資源循環技術センター（現(一

社)地域環境資源センター）転籍

現在に至る
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